
「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (3)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 12,682 千円 の内数

29年度予算額： 15,549 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  61 

その他（具体的に）

（３）行政分野における女性活躍
　地方公務員については、特定事業主行動計画に基づく各地方公共団体の主体的かつ
積極的な取組を支援するため、戦略的広報・情報発信として次に掲げる施策等を実施す
る。
・女性職員活躍及び働き方改革（以下「女性職員活躍等」という。）に取り組む地方公共
団体の職員が、各団体に共通する課題や取組状況について意見交換等を行う場を設置
するとともに、女性職員活躍等の推進方策に関する調査研究を行い、各団体の参考に
資する具体的・実践的な取組手法を取りまとめる。
・女性職員活躍等に係る先進的な取組事例に加え、育児等の家庭生活と仕事を両立し
ながらキャリアアップを図り、管理職員として活躍するロールモデル職員や、いわゆる「イ
クメン職員」・「イクボス職員」に関する情報の収集及び提供を行う。
　また、自治大学校における女性向け幹部登用研修や、各種研修課程での「女性活躍・
働き方改革」に関する講義の実施等を通じ、男女を問わず将来幹部となり得る地方公務
員の意識改革・人材育成を推進する。
　さらに、平成28年度より実施している地方公共団体における管理職に占める女性割合
等を始めとした女性参画状況、環境整備の状況等についての「見える化」の拡充を行う。

（３）行政分野における女性活躍

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性地方公務員の活躍・働き方改革推進に向けた戦略的広報・情報発信

　地方公共団体が女性活躍推進法及び第四次男女共同参画基本計画に基づき、女性
地方公務員の活躍推進のための目標を達成するためには、①人事管理面での変革（女
性が出産・子育てを行いつつ管理職として活躍できる新しい人事管理体系の構築）と②
男性職員を含めた柔軟な働き方改革（男性が育児等の家庭責任を果たすことができる
ような働き方の改革）を車の両輪とした取組が求められている。
　そのため、先進事例の紹介を行うほか、地方公共団体との間で共通の課題や取組方
策について議論・検討し、情報共有を図るなど、戦略的な広報・情報発信を通じて、各団
体の実情に即した主体的かつ積極的な取組を支援する。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

　地方公共団体における女性職員活躍及び働き方改革（以下「女性職員活躍等」とい
う。）に関する先進的な取組事例に加え、ロールモデル女性職員、イクメン職員、イクボス
職員の紹介を行う。
　また、女性職員活躍等に取り組む地方公共団体の職員が、各団体に共通する課題や
取組状況について意見交換等を行う協議会で解決策を検討するとともに、女性職員活
躍等の推進方策に関する調査研究を行い、各地方公共団体の参考に資する具体的・実
践的な取組手法を「実践マニュアル」として取りまとめる。
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

総務省

自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

行政分野

３

３４

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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女
性
地
方
公
務
員
の
活
躍
・働
き
方
改
革
推
進
に
向
け
た
戦
略
的
広
報
・情
報
発
信

○
「女
性
活
躍
加
速
の
た
め
の
重
点
方
針

20
17
」（
平
成

29
年

6月
6日

す
べ
て
の
女
性
が
輝
く社
会
づ
くり
本
部
決
定
）

地
方
公
務
員
に
つ
い
て
は
、特

定
事
業
主
行
動
計
画
に
基
づ
く各
地
方
公
共
団
体
の
主
体
的
か
つ
積
極
的
な
取
組
を
支
援
す
る
た
め
、戦
略
的
広
報
・情
報
発
信
とし
て
次
に

掲
げ
る
施
策
等
を
実
施
す
る
。


女
性
職
員
活
躍
及
び
働
き
方
改
革
（
以
下
「女
性
職
員
活
躍
等
」と
い
う。
）
に
取
り組

む
地
方
公
共
団
体
の
職
員
が
、各
団
体
に
共
通
す
る
課
題
や
取
組
状
況
に
つ
い

て
意
見
交
換
等
を
行
う場

を
設
置
す
る
とと
も
に
、女
性
職
員
活
躍
等
の
推
進
方
策
に
関
す
る
調
査
研
究
を
行
い
、各

団
体
の
参
考
に
資
す
る
具
体
的
・実
践
的
な
取
組
手

法
を
取
りま
とめ
る
。


女
性
職
員
活
躍
等
に
係
る
先
進
的
な
取
組
事
例
に
加
え
、育

児
等
の
家
庭
生
活
と仕

事
を
両
立
しな
が
らキ
ャリ
ア
ア
ップ
を
図
り、
管
理
職
員
とし
て
活
躍
す
る
ロー
ル
モ
デ

ル
職
員
や
、い
わ
ゆ
る
「イ
クメ
ン
職
員
」・
「イ
クボ
ス
職
員
」に
関
す
る
情
報
の
収
集
及
び
提
供
を
行
う。

ま
た
、自
治
大
学
校
に
お
け
る
女
性
向
け
幹
部
登
用
研
修
や
、各

種
研
修
課
程
で
の
「女
性
活
躍
・働
き
方
改
革
」に
関
す
る
講
義
の
実
施
等
を
通
じ、
男
女
を
問
わ
ず
将
来

幹
部
とな
り得

る
地
方
公
務
員
の
意
識
改
革
・人
材
育
成
を
推
進
す
る
。

事
業

名
事

業
概

要

女
性
地
方
公
務
員
活
躍
・働
き
方
改
革
の
推
進
に

関
す
る
調
査
研
究
事
業

民
間
事
業
者
の
専
門
的
知
見
を
得
て
、地

方
公
共
団
体
の
女
性
職
員
活
躍
及
び
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の

実
践
的
方
策
に
つ
い
て
調
査
研
究
（
下
記
協
議
会
と連

携
）

女
性
地
方
公
務
員
活
躍
・働
き方

改
革
推
進
協
議
会

地
方
公
共
団
体
と総

務
省
の
女
性
職
員
活
躍
・働
き
方
改
革
の
担
当
者
が
、各

団
体
に
共
通
の
課
題
に
つ
い
て
、具

体
的
・実
践
的
な
取
組
手
法
等
を
検
討
す
る
場

女
性
地
方
公
務
員
活
躍
・働
き
方
改
革
に
係
る
先
進

事
例
集

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
女
性
職
員
活
躍
・働
き
方
改
革
に
関
す
る
先
進
的
な
取
組
事
例
や
、仕

事
と家

庭
を
両
立

しな
が
ら活

躍
す
る
ロー
ル
モ
デ
ル
職
員
を
紹
介
す
る
事
例
集

（
平
成

29
年
度
当
初
予
算

15
,5

49
千
円
）

（
平
成

30
年
度
予
算
概
算
要
求

12
,6

82
千
円
）

戦
略
的
広
報
・情
報
発
信
の
主
な
取
組

女
性
地
方
公
務
員
の
人
材
育
成
に
向
け
た
取
組

Ⅰ
自
治
大
学
校
に
お
け
る
「地
方
公
務
員
女
性
幹
部
養
成
支
援
プ
ログ
ラム
」

Ⅱ
自
治
大
学
校
の
下
記
研
修
課
程
に
お
け
る
「女
性
活
躍
・働
き
方
改
革
」に
関
す
る
講
義
の
実
施


地
方
公
共
団
体
の
幹
部
職
員
養
成
の
た
め
の
研
修
を
行
う自

治
大
学
校
に
お
い
て
、女

性
職
員
向
け
研
修
を
実
施
（
年
２
回
）


都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
及
び
市
区
町
村
の
①
幹
部
職
員
向
け
研
修
、②

幹
部
候
補
職
員
向
け
研
修
、③

女
性
職
員
向
け
研
修

女
性

地
方

公
務

員
の

活
躍

・
働
き
方
改

革
推
進
に
向

け
た
総
務
省
の

支
援
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (3)

細項目
－

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 3,699 千円

29年度予算額： 1,678 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  62 

「市町村女性参画状況見える化マップ」の拡充

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（３）行政分野における女性活躍

（３）行政分野における女性活躍
　（前略）さらに、平成28年度より実施している地方公共団体における管理職に占める女性
割合等を始めとした女性参画状況、環境整備の状況等についての「見える化」の拡充を行
う。

　第４次男女共同参画基本計画においては、政治、行政分野における女性の参画状況につ
いて調査を行い、国民に分かりやすい形で「見える化」を進めることとしている。
　　「市町村女性参画状況見える化マップ」は、その一環として、各分野における地方公共団
体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況に関する調査結
果を集約し、地図上に一覧化することにより、男女共同参画社会の実現に資するものであ
る。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

　　「市町村女性参画状況見える化マップ」は、市町村（東京都特別区を含む。）における男
女共同参画の推進状況について、平成29年８月現在、４項目（①公務員の管理職に占める
女性割合、②公務員の係長相当職に占める女性割合、③市町村議会議員に占める女性の
割合、④男性公務員の育児休業取得率）を地図上で分かりやすく「見える化」しているとこ
ろ、30年度は、地方自治体等の要望を踏まえ、「見える化」項目を拡充する。
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分野
－大
項目

２－３

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

行政分野

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
内閣府

男女共同参画局推進課
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(
1)

政
策

・
方

針
決
定
過
程
参
画
状
況
調
べ
作
成
経
費

様
々

な
分

野
に
お
け
る
、
女
性
の
政
策
・方

針
決
定
過
程
へ
の
参
画

状
況

に
つ
き
、
過

去
か
ら
の
デ
ー
タ
と
最
新
の
調
査
結
果
を
用
い
て
、

そ
の

進
捗

状
況

に
つ
い
て
整
理
し
公
表
し
ま
す
。

(
2)
 地

方
公
共
団
体
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
推
進
施
策
調
査
経
費

男
女
共

同
参
画
に
関
す
る
計
画
の
整
備
状
況
、
条
例
の
策
定
状
況
、

推
進

体
制

、
管

理
職

へ
の
女
性
の
登
用
状
況
等
に
つ
い
て
定
期
的
な

調
査

・
分

析
を

行
い
、
各
地
方
公
共
団
体
等
に
情
報
提
供
し
ま
す
。

(
3)
 政

策
・

方
針
決
定

過
程
へ
の
女
性
参
画
状
況
に
係
る
調
査
研
究

様
々

な
分

野
に
お
け
る
女
性
の
参
画
状
況
に
つ
い
て
、
分
野
別
、
業

種
別

、
地

域
別

等
ご
と
に
分
析

し
、
各
分
野
の
特
性
や
実
情
を
明
ら
か

に
し
ま
す
。

(
4)
政

治
分

野
に

お
け
る
女
性
の
参
画
拡
大
に
関
す
る
調
査
研
究
及
び

情
報

提
供

女
性

議
員

の
割
合
が
少
な
い
要
因
等
に
つ
い
て
、
有
識
者
検
討
会

を
設

置
し
た
上
で
、
現
職
議
員
等
を
対
象
と
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
等
の
ほ
か
、

国
内

外
の
先

行
研
究
等
の
収
集
・
分
析
等
を
通
じ
て
調
査
を
行
い
ま
す
。

男
女

共
同
参

画
社
会

の
形
成
に
は
、
女
性
の
政

策
・

方
針
決
定

過
程
へ
の

参
画
が

促
進
さ

れ
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

第
４

次
男
女

共
同
参

画
基
本
計
画
に
お
い
て

「
社
会

の
あ
ら
ゆ

る
分

野
に

お
い

て
、

20
20
年
ま
で
に
、
指
導
的
地
位

に
女
性

が
占
め
る

割
合

が
、
少

な
く
と
も
30
％
程
度
に
な
る
よ
う

期
待
す

る
」
と
い

う
目

標
達

成
に

向
け
、
女
性
の
参
画
状
況
の
調
査

・
情
報

提
供
を
行

う
こ

と
が

掲
げ

ら
れ
て
い
ま
す
。

(
1)
政

策
・
方
針

決
定
過
程
参
画
状
況
調
べ
作
成
経

費
各

分
野
に
お

け
る
女

性
の
政
策
・
方
針
決
定

過
程
へ

の
参
画
に

つ
い

て
調
査

・
公
表
を

行
い
、
現
状
を
明
ら
か

に
し
ま
す

。
(
2)
地

方
公
共
団

体
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
推

進
施
策

調
査
経
費

全
国

の
地

方
公

共
団
体
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画

社
会
の

形
成
又

は
女

性
に
関

す
る
施
策
の
推
進
状
況
を
把
握
・結

果
を
公

表
す
る
こ

と
に
よ
り
、
今

後
の

施
策
の
推
進
を
促
し
ま
す
。

(
3)
政

策
・
方
針

決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
状
況

に
係

る
調
査

研
究

「
2
0
2
0年

30
％
」
の
目

標
の
達
成
に
向
け
て
、
様
々

な
分

野
に
お
け
る

女
性

の
参

画
状

況
に
つ
い
て
、
分
野
別
、
業
種
別
、
地
域

別
等
ご
と

に
専

門
的

か
つ
多
角
的
な
分
析
等
を
行

い
ま
す
。

(
4
)
政
治

分
野

に
お
け
る
女
性
の
参
画
に
関
す
る
調

査
研

究
及
び
情

報
提

供
政

治
分

野
に
お
い
て
、
女
性
議
員
の
割
合
が
少
な
い
要

因
等

に
つ

い
て
調

査
を
行

い
ま
す
。

政
策

・
方

針
決

定
過

程
へ

の
女

性
の

参
画

に
資

す
る

情
報

提
供

経
費

（
内

閣
府

男
女

共
同

参
画

局
推

進
課

）

平
成

３
０

年
度

予
算

案
0

.２
億

円
（

2
９

年
度

予
算

額
0

.２
億

円
）

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

資
金

の
流

れ
各

種
機
関

・
団
体
等

の
取
組
を
促
す
と
と
も
に
、
効
果
的
な
施
策

を
実

施
す
る

た
め
の
基
礎
資
料
を
得
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

期
待

さ
れ

る
効

果

各
府
省
、
政
党
、

各
種
団
体

参
画

状
況

調
べ

集
計

等
（

業
者

）

内 閣 府 男 女 共 同 参 画 局

地
方
公
共
団
体

推
進

状
況

調
査

集
計

等
（

業
者

）

調
査
報
告

調
査
依
頼

(
1
)

(
2
)

集
計
等
発
注

業
者

等
国

業
務

委
託

調
査
依
頼

調
査
報
告
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (4)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 9,452 千円

29年度予算額： 5,021 千円

28年度歳出予算現額※1： 1,672 千円
28年度決算額： 1,012 千円

使用割合： 60.5 ％

－

－

該当施策概要

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①女性活躍推進法に基づく女性活躍情報の「見える化」の促進
　「女性活躍推進法「見える化」サイト」等を充実し、女性活躍推進法に基づく女性の活躍状
況に関する情報の公表状況や公表内容の明確化等、取組状況をより比較しやすくすること
で「見える化」を促進し、国、地方公共団体の取組の推進を図る。
　また、女性活躍推進法に基づく女性活躍情報等を活用した指数やランキングなど女性活
躍情報の活用事例の周知により、女性活躍情報の「見える化」や活用を促進する。

（４）女性活躍情報の「見える化」の徹底等

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性活躍推進法「見える化」サイト拡充業務

   女性活躍推進法（平成28年4月完全施行）では、国及び地方公共団体に対し、特定事業
主行動計画の策定・公表、当該事業主行動計画に基づく取組の実施状況の公表、及び女
性活躍情報の定期的な公表を義務付けている。こうした国及び地方公共団体（計1,841団
体）における取組状況等について一覧化し掲載することにより、求職者の職業選択を助け
るとともに、国及び地方公共団体における更なる取組の促進を図るため、28年９月より「女
性活躍推進法『見える化』サイト」を開設している。

通し番号  63 

機構定員要求

－

　　国及び約1,800の地方公共団体が策定した特定事業主行動計画、女性の職業選択に資
する情報の公表状況、都道府県・市町村推進計画等に加え、特定事業主行動計画に基づ
く取組の実施状況についてもとりまとめ、一覧にてわかりやすく公表する。
　更に平成30年度は各団体の情報を比較しやすくし、また、好事例等利用者が知りたい情
報に容易にアクセスできるよう、検索機能や提供情報の充実等、サイトの拡充を図るととも
に、サイト掲載情報の周知を徹底する。
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分野
－大
項目

３－１

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

Ｍ字カーブ問題の解消等に向けたワーク・ライフ・バラ
ンス等の実現

1

２９

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

３－３、１－１

主に関係する分野・大項目
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＜
目

的
・
概

要
＞

女
性

活
躍

推
進

法
（
平
成
2
8
年

4
月
完

全
施
行
）
に
基
づ
く
国
及

び
地

方
公

共
団

体
の
取

組
状

況
等

に
つ

い
て
、
各
団
体
の
情

報
を
比

較
し
や
す
く
し
、
ま
た
、
好
事
例

等
利
用

者
が
知

り
た
い
情
報

に
容

易
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
よ
う
、
検

索
機

能
や
提
供
情
報
の
充

実
等

「
見

え
る
化

サ
イ
ト
」
の
拡

充
を
図

る
と
と
も
に
、
サ
イ
ト
掲

載
情
報

の
周

知
を
徹

底
す
る
。

＜
見

え
る
化

サ
イ
ト
の
拡

充
＞

国
及
び
約
１
,８
０
０
の
地

方
公

共
団

体
が
策
定

し
た
特

定
事
業
主
行
動
計
画
、
女

性
の
職

業
選

択
に
資

す
る
情

報
の
公
表
状
況
、
都
道

府
県

・
市

町
村

推
進
計
画

等
に

加
え
、
特
定

事
業
主
行
動

計
画

に
基

づ
く
取

組
の
実
施

状
況

に
つ
い
て
も
と
り
ま
と
め
、
一

覧
に
て
わ
か
り
や
す
く
公
表

す
る
。
好
事

例
の
追
加

・
更

新
を
行

う
と
と
も
に
、
情
報

公

表
の
掲
載

デ
ー
タ
を
拡
充

す
る
。

・
事
業
主
行
動
計
画
に
基
づ
く
取
組
の
実
施
状
況

・
事
業
主
行
動
計
画
の
好
事
例
、
推
進
計
画

の
好
事
例

・
情
報
公
表
項
目
数
等
の
掲
載

女
性
活

躍
推
進
法
サ
イ
ト
の
拡
充
・
維
持
経
費
（
女
性
活
躍
推
進
法
施
行
等
関
連
経
費
）

〇
掲

載
例

平
成

3
0
年
度
予
算
案

0
.1
億
円
（
平
成

2
9
年
度
予
算
額

0
.1
億
円
）

【
女

性
活

躍
推

進
法

見
え
る
化
サ
イ
ト
（イ

メ
ー
ジ
）
】

※
「
第
4
次
男
女
共
同
参
画
基

本
計

画
」
、
「
女

性
活

躍
加

速
の
た
め

の
重
点
方
針
2
0
1
7
」
を
踏

ま
え
実
施

＜
見

え
る
化

サ
イ
ト
の
周

知
＞

求
職
者

等
、
ニ
ー
ズ
の
高

い
層

へ
の
周

知
を
徹
底

す
る
。
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (4)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 145,465 千円

29年度予算額： 134,101 千円

28年度歳出予算現額※1： 118,800 千円
28年度決算額： 118,800 千円

使用割合： 100.0 ％

○

－

該当施策概要

　女性活躍推進法に基づく情報公表や行動計画の掲載先として、企業における女性の
活躍状況に関する情報及び項目を一元的に集約し、機能の改善等利便性の向上を図る
とともに、ユーザビリティを高める。
（３０年度予算要求内容）
・情報公表が義務となっている企業だけでなく、努力義務となっている企業に対する登録
の働きかけ
・検索機能や表示方法などの機能充実（企業の取組状況の公表、好事例の作成・公表
等）
・学生が就職活動をするにあたり特に必要と思われる情報を効果的に閲覧できるよう利
便性の向上

　企業における女性の活躍推進の取組や両立支援制度を利用しやすい環境整備の加
速化を進めるためには、女性が活躍できる企業かどうかの情報を一覧化するとともに、
企業の取組を公表し、女性の活躍推進や両立支援に積極的な企業ほど労働市場で選
ばれるという社会環境をつくることが効率的かつ効果的であることから、企業における女
性の活躍状況に関する情報及び項目を一元的に集約し、女性の活躍を推進する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

女性の活躍推進及び両立支援に関する総合的情報提供事業

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（４）女性活躍情報の「見える化」の徹底等

①女性活躍推進法に基づく女性活躍情報の「見える化」の促進
 「女性活躍推進法「見える化」サイト」等を充実し、女性活躍推進法に基づく女性の活躍
状況に関する情報の公表状況や公表内容の明確化等、取組状況をより比較しやすくす
ることで「見える化」を促進し、国、地方公共団体の取組の推進を図る。
 また、女性活躍推進法に基づく女性活躍情報等を活用した指数やランキングなど女性
活躍情報の活用事例の周知により、女性活躍情報の「見える化」や活用を促進する。
 女性活躍に関する企業情報がより見やすくなるよう、「女性の活躍推進企業データベー
ス」をスマートフォンにも対応させるほか、データベースの活用に関する調査等を行い、
情報公表がより進む方策について検討するとともに、企業に対する登録の働きかけをあ
らゆる機会をとらえて強力に行う。

通し番号  64 
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分野
－大
項目

２－４

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

経済分野

その他関係する分野・大項目等

３－３

担当府省・担当課
厚生労働省

雇用環境・均等局雇用機会均等課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

６

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

４６
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女
性
の
活
躍
推
進
及
び
両
立
支
援
に
関
す
る
総
合
的
情
報
提
供
事
業

(女
性
の
活
躍
推
進
企
業
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

)
30

年
度
要
求
額

14
5,

46
5千

円
29

年
度
予
算
額

13
4,

10
1千

円

今
後

の
取

組

・
情
報
公
表
が
義
務
と
な
っ
て
い
る
企
業
だ
け
で
な
く
、
努
力
義
務
と
な
っ
て
い
る
企
業
に
対
す
る
登
録
の
働
き
か
け

・
検
索
機
能
や
表
示
方
法
な
ど
の
機
能
充
実
（
企
業
の
取
組
状
況
の
公
表
、
好
事
例
の
作
成
・
公
表
等
）

・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
対
応
化
さ
れ
た
こ
と
も
あ
り
、
学
生
が
就
職
活
動
を
す
る
に
あ
た
り
特
に
必
要
と
思
わ
れ
る
情
報
を
効
果

的
に
閲
覧
で
き
る
よ
う
利
便
性
の
向
上

効
果

趣
旨
・
目

的

掲
載
項
目

①
採
用
し
た
労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

②
採
用
に
お
け
る
男
女
別
の
競
争
倍
率
又
は
競
争
倍
率
の
男
女
比

③
労
働
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

④
男
女
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
の
差
異
　
又
は

　
男
女
別
の
採
用
10
年
前
後
の
継
続
雇
用
割
合

⑤
男
女
別
の
育
児
休
業
取
得
率

⑥
一
月
当
た
り
の
労
働
者
の
平
均
残
業
時
間

⑦
年
次
有
給
休
暇
取
得
率

⑧
係
長
級
に
あ
る
者
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

⑨
管
理
職
に
占
め
る
女
性
労
働
者
の
割
合

⑩
役
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合

⑪
男
女
別
の
職
種
又
は
雇
用
形
態
の
転
換
実
績

⑫
男
女
別
の
再
雇
用
又
は
中
途
採
用
の
実
績

⑬
企
業
認
定
の
有
無

現
在
の
登
録
企
業
数
：
約
7,
60
0社

約
15
,0
00
社
を
目
指
す

・
ユ
ー
ザ
ー

(就
職
活
動
中
の
学
生
、
投
資
家
、
消
費
者
等

)の
利
便
性
向
上
等
に
よ
り
、
女
性
の
活
躍
推
進
に
積
極
的
な
企
業

ほ
ど
選
ば
れ
る
よ
う
に
な
る
。

・
企
業
自
身
に
と
っ
て
も
他
社
と
の
比
較
に
よ
り
自
社
の
女
性
活
躍
の
状
況
が
「
可
視
化
」
さ
れ
、
取
組
を
促
進
。

⇒
企
業
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
・
役
員
や
管
理
職
へ
の
女
性
登
用
を
強
く
促
進
。

女
性
の
活
躍
推
進
を
促
す
様
々
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
施
策
の
中
で
、
と
り
わ
け
費
用
対
効
果
の
高
い
手
法
。

女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
情
報
公
表
や
行
動
計
画
の
掲
載
先
と
し
て
、
企
業
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
状
況
に
関
す
る
情
報
及
び
項
目
を
一
元
的
に
集
約
し
、

女
性
の
活
躍
推
進
に
積
極
的
な
企
業
ほ
ど
労
働
市
場
で
選
ば
れ
る
と
い
う
社
会
環
境
を
つ
く
る
。

○
○
業

企
業
名

認
定
企
業
等

2
.
(1

)採
用

に
お
け
る
男

女
別

の
競

争
倍
率

【
項

目
2
（
１
）
定

義
】

又
は

(2
)採

用
に
お
け
る
競

争
倍

率
の
男
女
比

（
男

性
の

倍
率

を
1
と
し
た
と
き
の

女
性

の
倍
率

）
【
項

目
2
（
2
）
定

義
】

4
.
(1

)男
女
の
平
均
継
続
勤
務
年
数
の
差
異

【
項
目

4
（
１
）
定
義
】

又
は

(2
)男

女
別
の
採
用

1
0
年
前
後
の
継
続
雇
用

割
合

【
項
目

4
（
2
）
定
義
】

6
.
一

月
当

た
り
の

労
働

者
の

平
均

残
業

時
間

【
項

目
6
定

義
】

1
0
.
管

理
職

に
占

め
る
女

性
労

働
者

の
割

合
【
項

目
1
0
定

義
】

基
幹

的
な
職

種
／

正
社

員
男

性
女
性

基
幹
的
な
職
種
／

正
社
員

男
性

女
性

基
幹

的
な
職

種
／

正
社

員
平

均
残

業
時

間
取

組
有

無
割

合
／

人
数

A社
基

幹
的

な
職

種
5

倍
1
0

倍
基
幹
的
な
職
種

2
0

年
1
0

年
基

幹
的

な
職

種
3
0

時
間

有
1
5

％

B社
基

幹
的

な
職

種
4

倍
5

倍
対
象
と
な
る
労
働
者
す
べ
て

7
0

％
6
5

％
正

社
員

2
0

時
間

有
3
0

％

C社
基
幹
的
な
職
種

2
2

年
1
8

年
4

人

女
性
の
活
躍
を
進
め
て

認
定
を
取
得
し
た
企
業
だ
！

女
性
が
管
理
職
と
し
て
活
躍

し
て
い
る
企
業
に
興
味
が
あ
る
！

女
性
が
長
く
働
き
続
け
ら
れ
る

企
業
は
ど
こ
だ
ろ
う
？
？

最
新
の
数
値
が
掲
載
さ
れ
て
い
て

各
社
の
比
較
も
し
や
す
い
！
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (4)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

○

－

○

30年度要求予算額： - 千円

29年度予算額： 6,399 千円

28年度歳出予算現額※1： - 千円
28年度決算額： - 千円

使用割合： - ％

－

－

該当施策概要

　　女性活躍推進法施行後３年を迎えるにあたり、法の施行状況をふまえ、関係省庁と連携
し、今後必要な検討を行う。（法施行状況調査については、平成29年度予算において実施す
る予定。）

通し番号  65 

   女性活躍推進法附則第４条において、「政府は、この法律の施行後３年を経過した場合に
おいて、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定につ
いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」とされていることか
ら、法の施行状況を踏まえ、関係省庁と連携し、今後必要な検討を行う。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

女性活躍推進法施行後３年の見直し

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（４）女性活躍情報の「見える化」の徹底等

②女性活躍推進法の施行後３年の見直し
   女性活躍推進法の施行状況を踏まえ、情報公表制度の強化策など必要な制度改正を検
討する。特に、労働時間や男性の育児休業の取得状況、女性の管理職比率など、女性が
活躍するために必要な個別の企業の情報が確実に公表される方策について検討する。
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分野
－大
項目

１－４

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

ポジティブ・アクションの推進等による男女間格差の是
正

その他関係する分野・大項目等

－

担当府省・担当課
内閣府

男女共同参画局推進課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

２９
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「
働
き
方
改
革
実
行
計
画

」
平
成

2
9
年
３
月

2
8
日
働
き
方
改
革
実
現
会
議
決
定

６
．
女
性
・
若
者
の
人
材
育
成
な
ど
活
躍
し
や
す
い
環
境
整
備

（
２
）
多
様
な
女
性
活
躍
の
推
進

（
前
略
）
こ
の
た
め
、
女
性
の
活
躍
に
関
す
る
企
業
の
情
報
の
見
え
る
化
を
進
め
、
一
層
の
女
性
活
躍
に
向
け
た

企
業
の
取
組
を
促
進
す
る
。
具
体
的
に
は
、
労
働
時
間
や
男
性
の
育
児
休
業
の
取
得
状
況
、
女
性
の
管
理
職
比
率
な

ど
、
女
性
が
活
躍
す
る
た
め
に
必
要
な
個
別
の
企
業
の
情
報
が
確
実
に
公
表
さ
れ
る
よ
う
、

20
18
年
度
ま
で
に
女

性
活
躍
推
進
法
の
情
報
公
表
制
度
の
強
化
策
な
ど
に
つ
い
て
の
必
要
な
制
度
改
正
を
検
討
す
る
。

（
中
略
）
さ
ら
に
、
正
社
員
だ
っ
た
女
性
が
育
児
で
一
旦
離
職
し
た
後
の
復
職
を
可
能
と
す
る
た
め
、
復
職
制
度

を
も
つ
企
業
の
情
報
公
開
を
推
進
す
る
。
具
体
的
に
は
、
復
職
制
度
の
有
無
に
つ
い
て
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
求
人
票

に
項
目
を
新
設
し
、
女
性
活
躍
推
進
法
の
情
報
公
表
の
項
目
に
盛
り
込
む
こ
と
を
検
討
す
る
。
ま
た
、
復
職
に
積
極

的
な
企
業
を
支
援
す
る
助
成
金
を
創
設
す
る
。

加
え
て
、
女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
女
性
が
働
き
や
す
い
企
業
（
え
る
ぼ
し
）
、
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進

法
に
基
づ
く
子
育
て
し
や
す
い
企
業
（
く
る
み
ん
）
、
若
者
雇
用
促
進
法
に
基
づ
く
若
者
が
働
き
や
す
い
企
業

（
ユ
ー
ス
エ
ー
ル
）
と
い
っ
た
認
定
制
度
や
、
従
業
員
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
関
す
る
企
業
の
表
彰
制
度
な
ど
を
活
用

し
、
働
き
方
改
革
の
好
事
例
の
横
展
開
を
図
る
。

９
．
雇
用
吸
収
力
、
付
加
価
値
の
高
い
産
業
へ
の
転
職
・
再
就
職
支
援

（
２
）
転
職
・
再
就
職
の
拡
大
に
向
け
た
職
業
能
力
・
職
場
情
報
の
見
え
る
化

（
前
略
）
あ
わ
せ
て
、
こ
れ
ま
で
そ
れ
ぞ
れ
縦
割
り
と
な
っ
て
い
た
女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
女
性
が
働
き
や

す
い
企
業
の
職
場
情
報
と
、
若
者
雇
用
促
進
法
に
基
づ
く
若
者
が
働
き
や
す
い
企
業
の
職
場
情
報
を
、
ワ
ン
ス
ト
ッ

プ
で
閲
覧
で
き
る
サ
イ
ト
を
創
設
す
る
。
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (4)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

○

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

女性活躍推進法の施行後３年の見直し

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（４）女性活躍情報の「見える化」の徹底等

②女性活躍推進法の施行後３年の見直し
  女性活躍推進法の施行状況を踏まえ、情報公表制度の強化策など必要な制度改正を
検討する。特に、労働時間や男性の育児休業の取得状況、女性の管理職比率など、女
性が活躍するために必要な個別の企業の情報が確実に公表される方策について検討す
る。

通し番号  66 

   平成28年４月に全面施行された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」
（27年法律第64号。以下「女性活躍推進法」という。）の施行後３年の見直しを行うため、
その施行状況を踏まえ、情報公表制度の強化策など必要な制度改正を検討する必要が
ある。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

－

   女性活躍推進法については、来年度に施行後3年を迎えることから、それにあわせて、
情報公表制度の検討など必要な制度改正を進める。
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分野
－大
項目

１－４

分野
－大
項目

担当府省・担当課
厚生労働省

雇用環境・均等局 雇用機会均等課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※2

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

関連施策（事業）の通し番号※3

－

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

主に関係する分野・大項目

ポジティブ・アクションの推進等による男女間格差の
是正

その他関係する分野・大項目等

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。
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女
性
活
躍
推
進
の
た
め
の
基
盤
整
備
事
業

平
成

30
年
度
概
算
要
求
額

2.
１
億
円
（

1.
9億

円
）

経
済
産
業
政
策
局

経
済
社
会
政
策
室

03
-3

50
1-

06
50

事
業
の
内
容

条
件
（
対
象
者
、対
象
行
為
、補
助
率
等
）

事
業
イ
メ
ー
ジ

事
業
目
的
・概
要


少
子
高
齢
社
会
化
の
中
で
、我

が
国
の
企
業
競
争
力
の
強
化
や
持
続
的
な
成
長
を

実
現
す
る
た
め
に
は
、「
女
性
の
力
」を
発
揮
で
き
る
よ
うに
す
る
とと
も
に
、女

性
を
含
む

多
様
な
人
材
が
一
層
活
躍
で
き
る
よ
うに
す
る
こと
が
重
要
で
す
。


この
た
め
、女

性
を
含
む
多
様
な
人
材
の
活
躍
支
援
や
、女

性
の
新
しい
キ
ャリ
ア
・ス

テ
ー
ジ
とし
て
の
「起
業
」に
対
す
る
支
援
を
通
じ、
女
性
が
そ
の
能
力
を
最
大
限
発
揮

で
き
る
社
会
を
目
指
しま
す
。

成
果
目
標


平
成

32
年
度
ま
で
の

5年
間
の
事
業
を
通
じて
、以

下
を
目
指
しま
す
。

1.
女
性
起
業
家
等
支
援
ネ
ット
ワ
ー
ク事

業
の
開
催
す
る
セ
ミナ
ー
等
の
参
加
者
の
う

ち
、同

ネ
ット
ワ
ー
ク内

構
成
機
関
へ
起
業
相
談
を
行
った
女
性
の
割
合
：

30
％

2.
女
性
起
業
家
等
支
援
ネ
ット
ワ
ー
ク利

用
者
の
５
年
間
で
の
創
業
率
：

30
％

（
１
）
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ普

及
ア
ン
バ
サ
ダ
ー
事
業

•
多
様
な
人
材
の
能
力
を
活
か
し、
イノ
ベ
ー
シ
ョン
の
創
出
、生

産
性
向
上
等
の
成
果

を
上
げ
て
い
る
企
業
を
「新
・ダ
イバ
ー
シ
テ
ィ経
営
企
業

10
0選

」等
とし
て
選
定
しま

す
。

•
女
性
活
躍
推
進
に
優
れ
た
上
場
企
業
を
「な
で
しこ
銘
柄
」と
して
選
定
しま
す
。

•
表
彰
企
業
等
の
ベ
ス
トプ
ラク
テ
ィス
の
周
知
や
、ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ経

営
に
関
す
る
産

業
界
と資

本
市
場
・労
働
市
場
との
対
話
等
の
普
及
啓
発
活
動
を
通
じ
て
、産

業
界
に
お
け
る
女
性
活
躍
・ダ
イバ
ー
シ
テ
ィ経
営
の
推
進
を
図
りま
す
。

（
２
）
女
性
起
業
家
等
支
援
ネ
ット
ワ
ー
ク
構
築
事
業

•
平
成

28
年
度
か
ら全

国
10
箇
所
に
形
成
して
い
る
地
域
の
金
融
機
関
や
産
業
・創

業
支
援
機
関
、女

性
に
対
す
る
キ
ャリ
ア
相
談
を
行
う民

間
事
業
者
・N

PO
等
を
中

心
とし
た
「女
性
起
業
家
等
支
援
ネ
ット
ワ
ー
ク」
を
通
じ、
起
業
ニ
ー
ズ
の
引
き
出
し・

整
理
、女

性
起
業
家
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
の
提
示
、金

融
機
関
等
へ
の
橋
渡
し
な
どを

実
施
しま
す
。

＜
具
体
的
な
取
組
内
容
＞

①
支
援
対
象
の
重
点
化

女
性
固
有
の
課
題
を
抱
え
て
い
る
が
故
に
起
業
とい
う選

択
を
迷
って
い
る
女
性
に

対
し
て
、仕

事
と家

庭
の
両
立
に
あ
た
って
の
「起
業
」と
い
う手

段
の
有
効
性
の
提

示
や
、起

業
の
相
談
相
手
とな
る
先
輩
女
性
起
業
家
等
との
ネ
ット
ワ
ー
ク構

築
な

ど、
そ
の
課
題
を
解
決
で
き
る
支
援
策
を
提
供
で
き
る
体
制
を
整
備
しま
す
。

②
支
援
モ
デ
ル
の
創
出

ネ
ット
ワ
ー
ク内

の
構
成
機
関
の
連
携
を
更
に
強
化
し
、潜

在
的
起
業
希
望
者
が

事
業
立
ち
上
げ
に
至
る
ま
で
、様

々
な
支
援
機
関
同
士
が
広
域
に
連
携
して
徹
底

的
に
伴
走
支
援
す
る
モ
デ
ル
を
創
出
しま
す
。

国
民
間
企
業
等

委
託
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (4)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 210,000 千円 の内数

29年度予算額： 190,536 千円 の内数

28年度歳出予算現額※1： 195,028 千円 の内数
28年度決算額： 183,069 千円 の内数

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  67 

その他（具体的に）

③企業における女性活躍を始めとしたダイバーシティ経営の推進
　中長期的な企業価値向上につながるダイバーシティ経営の実践を促すため、平成29年
３月に策定した「ダイバーシティ2.0行動ガイドライン」を踏まえ、継続的なダイバーシティ経
営の推進により成果を生んでいる企業を表彰する新たな仕組みを導入する。
　また、資本市場との対話を促進しつつ、「なでしこ銘柄」や「新・ダイバーシティ経営企業
100選」で取り上げた先進企業のベストプラクティス等を、地方を含めて広く発信すること
で、産業界における女性活躍・ダイバーシティ経営の更なる推進を図る。

（４）女性活躍情報の「見える化」の徹底等

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

ダイバーシティ普及アンバサダー事業

　 平成24年12月に発足した第二次安倍内閣以降、「女性活躍」を政府の最重要政策の
一つと位置付け、成長戦略の推進や一億総活躍社会の実現に向けて、様々な取組を進
めており、「未来投資戦略2017（29年6月9日閣議決定）」においても、「経営戦略としての
ダイバーシティの実現」が記載されたところ。
　女性活躍を推進するためには、企業・経済社会において女性をはじめとする多様な人
材がその能力を最大限発揮し、競争力を高めていくことが必要。そのため、企業の経営
戦略としての女性活躍推進を進めていく。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

－

・新・ダイバーシティ経営企業100選／100選プライムの表彰
　ダイバーシティ経営の推進により、多様な人材の能力を活かし、生産性の向上等につ
なげている企業を表彰する制度。平成29年度は、「新・ダイバーシティ経営企業100選」の
他、「ダイバーシティ2.0行動ガイドライン（29年3月策定）」を踏まえ、中長期的な企業価値
向上につながるダイバーシティ経営の推進により成果を生んでいる企業を表彰する「100
選プライム」を新たに創設。

・なでしこ銘柄の選定
　経済産業省と東京証券取引所が共同で、女性活躍推進に優れた上場企業を「なでしこ
銘柄」として選定。

・ダイバーシティ経営の普及・啓発
　上記の表彰企業等のベストプラクティスの周知や、資本市場・労働市場との対話の推
進等を通じて、産業界における女性活躍・ダイバーシティ経営の推進を図る。
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分野
－大
項目

２－４

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

経済産業省

経済産業政策局経済社会政策室
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

経済分野

６３

４８

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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進
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (4)

細項目
④

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 11,656 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  68 

機構定員要求

－

　　機関投資家を対象に女性活躍・WLBに関するESG投資状況についてアンケート調査を
行い、調査結果を比較可能な形でHP等に掲載する等の「見える化」を行う。
　また、優良・先進事例等については個別にヒアリングを行い、「見える化」により機関投資
家と投資先企業に情報を横展開する。
　なお、調査は資本市場の動向等に詳しい有識者（投資家・企業経営者・指数ベンダー等）
も含めて構成される検討会の意見をもとに進める。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

④ＥＳＧ投資など資本市場等における女性活躍情報の「見える化」
　ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）要素 が中長期的な企業価値の向上に影響を及ぼし得る
との指摘があることを踏まえ、女性の活躍を始めとするダイバーシティなども評価するＥＳ
Ｇ投資のうち、特に「ガバナンス（Ｇ）」や「社会（Ｓ）」の分野において、女性の活躍が、企業
の環境変化への対応力を高め、企業経営や企業価値にプラスの影響を与えると考えられ
ていることから、機関投資家等を対象に、女性活躍、ワーク・ライフ・バランス情報を活用し
たＥＳＧ投資への取組状況等を調査するとともに、調査結果を分かりやすく「見える化」す
ることで、企業における女性活躍、ワーク・ライフ・バランスの取組を促進する。さらに、ＥＳ
Ｇ投資に積極的な海外投資家などが女性活躍企業を評価しやすくなるよう、「女性役員情
報サイト」の二か国語化などの「見える化」を推進する。

（４）女性活躍情報の「見える化」の徹底等

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

資本市場における女性活躍情報の活用状況「見える化」事業

  日本版スチュワードシップ・コードの改訂（平成29年５月）において、機関投資家が把握す
るべき投資先企業の情報の事例としてESG要素が明記されるなど、資本市場において「女
性」を含むESG要素が広がりを見せている。
  こうしたESG投資の拡がりも踏まえ、「女性活躍加速のための重点方針2017」において
は、今後、女性活躍の流れを加速し、各界各層での自律的な取組を推進するためのステッ
プとして、各界各層における女性活躍情報の「見える化」の徹底と、資本市場においてもそ
の活用を促進させることが重要であるとされている。
  当事業により資本市場における女性活躍情報の活用状況を「見える化」することで、投資
対象となる上場企業の女性活躍・WLB取組を促進する。
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分野
－大
項目

２－４

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

経済分野

9

４７

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課
担当府省・担当課
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (5)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 56,260 千円

29年度予算額： 11,281 千円

28年度歳出予算現額※1： 9,847 千円
28年度決算額： 7,999 千円

使用割合： 81.2 ％

－

－

該当施策概要

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①女性リーダーの育成
  内部昇進による女性役員及び社外からの登用による女性役員の増加に向けて、役員候補
等の国際的に活躍する女性リーダーの育成に向けたモデルプログラムについて、地方公共
団体や経済団体等に周知し、広く実施を促進するとともに、平成29年度に複数地域におい
てモデルプログラムに基づくセミナーを実施し、その効果や課題を明らかにした上で、成果を
全国に普及させる。

（５）企業における女性の参画拡大に資する環境整備

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

女性リーダー育成に向けた諸外国の取組に関する調査

  内部昇進による女性役員及び社外からの登用による女性役員の増加に向けて、役員候補
等の国際的に活躍する女性リーダーの育成に向けたモデルプログラムについて、地方公共
団体や経済団体等に周知し、広く実施を促進するとともに、平成29年度に複数地域におい
てモデルプログラムに基づくセミナーを実施し、その効果や課題を明らかにした上で、成果を
全国に普及させる。

通し番号  69 

機構定員要求

－

　企業における女性の役員候補の育成に向けて、平成28年度に本事業で開発した女性リー
ダー育成モデルプログラムを北海道、埼玉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、福岡県
の７か所において実施し、その効果や課題を明らかにするとともに成果を広く共有する。加
えて、受講生の役員登用を支援するために、企業経営者層と受講生のネットワーキングの
機会を設ける。
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分野
－大
項目

２－４

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

経済分野

－

４２

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局総務課
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目
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
第
４
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
の
上
場
企
業
役
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合
を
「５
％
（
早
期
）
、更

に
10
％
を
目
指
す
（
平
成

32
年
）
」と
い

う成
果
目
標
の
達
成
に
向
け
て
、女
性
役
員
数
を
現
状

1,
38

8人
→
約

4,
00

0人
に
増
や
す
必
要
が
あ
る
。


女
性
役
員
登
用
の
促
進
の
た
め
に
は
、 官

民
を
挙
げ
て
具
体
的
な
加
速
策
を
実
施
す
る
こと
が
重
要
。

「女
性
役
員
候
補
育
成
の
た
め
の
モ
デ
ル
プ
ログ
ラム
」を
、地
方
公
共
団
体
や
経
済
団
体
等
に
周
知
し、
広
く実
施
を
促
進
す
る
とと
も
に
、平

成
29
年
度
は

京
都
府
と神

奈
川
県
に
お
い
て
モ
デ
ル
プ
ログ
ラム
に
基
づ
く研
修
を
実
施
し、
そ
の
効
果
や
課
題
を
明
らか
に
した
上
で
、成

果
を
全
国
に
普
及
させ
る
。

＜
研
修
の
在
り方

＞
（
１
）
候
補
者
の
発
掘
機
能
（
地
域
の
女
性
経
営
者
、弁

護
士
、大

学
・大
学
院
の
教
員
、公

認
会
計
士
等
へ
の
効
果
的
な
働
き
掛
け
）

（
２
）
社
内
・社
外
の
役
員
候
補
者
人
材
との
混
成
型
で
実
施
（
ネ
ット
ワ
ー
クの
広
が
り）

（
３
）
「意
識
付
け
」「
知
識
の
習
得
」「
ネ
ット
ワ
ー
ク
の
構
築
」を
盛
り込

ん
だ
内
容

（
４
）
候
補
者
の
確
保
機
能
（
受
講
者
間
の
ネ
ット
ワ
ー
クづ
くり
、経

営
者
との
交
流
会
、候

補
者
デ
ー
タベ
ー
ス
の
構
築
、役

員
候
補
者
数
の
拡
大
）

1.
取
締
役
会
に
お
け
る
多
様
な
視
点
・価
値
観
を
反
映
した
幅
広
い
選
択
肢
の
中
か
ら、
柔
軟
・最
適
な
業
務
執
行
の
決
定
や
リス
ク回

避
が
可
能
。

取
締
役
会
の
監
督
機
能
が
向
上
。さ
らに
イノ
ベ
ー
シ
ョン
促
進
、企

業
競
争
力
・社
会
的
評
価
・企
業
価
値
も
向
上
。

2.
企
業
経
営
に
プ
ラス
の
影
響
（
株
式
パ
フォ
ー
マ
ン
ス
等
）

3.
女
性
社
外
取
締
役
の
指
摘
に
よ
り、
内
部
昇
進
に
よ
る
女
性
役
員
が
増
え
て
い
く環
境
が
整
い
、相

乗
効
果
を
も
た
らす
。

4.
女
性
役
員
が
ロー
ル
・モ
デ
ル
や
メン
ター
とな
る
こと
で
、裾

野
広
い
女
性
人
材
育
成
が
加
速
。

5.
役
員
を
男
女
双
方
の
候
補
者
か
ら探

す
こと
で
、広

く適
任
を
探
す
こと
が
可
能
。

女
性

リ
ー

ダ
ー

育
成

に
向

け
た

諸
外

国
の

取
組

に
関

す
る

調
査

現
状

女
性
役
員
登
用
の
必
要
性

「女
性
役
員
候
補
育
成
の
た
め
の
モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
活
用

平
成

29
年
２
月

広
い
人
材
発
掘
、人
材
層
の
確
保
、ネ
ット
ワ
ー
ク
に
繋
が
る

「女
性
役
員
候
補
育
成
の
た
め
の
モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
」を
作
成

女
性
役
員
登
用
の
促
進
の
た
め
に
は
、人

材
を
育
成
し
、女

性
役
員
の
候
補
者
の
層
を
拡
大
す
る
こと
が
重
要
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 3

小項目 (5)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1 39,933 千円
28年度決算額： 32,680 千円

使用割合： 81.8 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  70 

その他（具体的に）

①女性リーダーの育成
　内部昇進による女性役員及び社外からの登用による女性役員の増加に向けて、役員
候補等の国際的に活躍する女性リーダーの育成に向けたモデルプログラムについて、
地方公共団体や経済団体等に周知し、広く実施を促進するとともに、平成29年度に複
数地域においてモデルプログラムに基づくセミナーを実施し、その効果や課題を明らか
にした上で、成果を全国に普及させる。
　また、平成29年１月には、グローバルな経営課題の解決に必要な知識の習得や思考
の訓練を目的に、海外の一線級の教育機関から講師を招へいし、役員候補段階の女
性を対象にしたリーダー育成研修を実施したところであり、女性が継続就業でき、リー
ダー層に登用される人材として成長できるよう、取組を引き続き推進する。

（５）企業における女性の参画拡大に資する環境整備

３．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

産業界における女性リーダー育成の推進

　一億総活躍社会の実現に向けて、女性がその能力を遺憾なく発揮できるよう支援する
ことが不可欠。特に、経営層に女性を含めた多様な視点が入ることは、企業競争力を向
上する上で重要。
　他方で、我が国の企業における経営層・管理職層の女性は極めて少ない状況であり、
女性リーダー育成を推進する事業を支援することで我が国の企業競争力の強化を目指
す。

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

　幹部候補の女性社員を対象に、ハーバード・ビジネススクールのノウハウを活用し、グ
ローバルな知見を習得するための企業横断的な研修機会を提供する取組を支援する
等、女性リーダーの育成推進に向けた取組を推進する。
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分野
－大
項目

２－４

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る
平成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づ
く平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

経済産業省

経済産業政策局経済社会政策室
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

経済分野

－

４３

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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女
性
リー
ダ
ー
育
成
推
進
等


我
が
国
に
お
け
る
役
員
レ
ベ
ル
の
女
性
比
率
は
、3
％
台
に
とど
ま
り、
諸
外
国
と比

べ
極
め
て
低
い
。

「2
02

0年
30
％
」に
向
け
て
、更

な
る
取
組
の
強
化
が
必
要
。


役
員
一
歩
手
前
の
女
性
を
対
象
に
した
「リ
ー
ダー
育
成
研
修
」を
実
施
し、
経
営
者
に
必
要
な
幅
広
い

知
識
・思
考
の
習
得
を
促
す
とと
も
に
、企

業
横
断
的
な
「人
的
ネ
ット
ワ
ー
ク」
の
強
化
を
図
る
。


今
年
度
も
、昨

年
度
と同

様
の
取
組
を
実
施
予
定
。

（
１
）
Ｈ
Ｂ
Ｓ
教
授
陣
に
よ
る
女
性
リー
ダ
ー
候
補

向
け
「経
営
戦
略
講
座
」

•
地
方

/中
小
企
業
を
含
む
幅
広
い
企
業
か
ら、

60
名
程
度
の
女
性
幹
部
候
補
を
対
象
に
、研

修
プ
ログ
ラム
を
実
施
。

（
２
）
レ
セ
プ
シ
ョン
の
開
催

•
企
業
の
更
な
る
意
識
改
革
に
向
け
、国

内
外
へ

の
情
報
発
信
や
、ネ
ット
ワ
ー
クの
拡
大
を
図
る
。

（
３
）
経
営
戦
略
とし
て
の
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィの
推
進

•
「ダ
イバ
ー
シ
テ
ィ2

.0
行
動
ガ
イド
ライ
ン
」の
策

定
等
に
よ
り、
多
様
な
人
材
の
育
成
・マ
ネ
ジ
メン

ト等
の
実
践
方
法
を
提
示
。

◆
役
員
・管
理
職
の
女
性
比
率
は
、先
進
国
の
中
で
最
低
水
準

0102030405060

日
本

ア
メ
リ
カ

イ
ギ
リ
ス

フ
ラ
ン
ス

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

役
員

管
理

的
職

業
従

事
者

就
業
者

12
.5

◆
女
性
の
管
理
職
・役
員
の
登
用
・活
用
を
促
進
す
る
に
あ
た
って
の
主
要
課
題

3.
4

（
出
所
）

20
13
年
経
済
同
友
会
調
査
「真
の
ダイ
バ
ー
シ
テ
ィ実
現
に
向
け
て

～
女
性
管
理
職
・役
員
の
登
用
・活
用
状
況
の
ア
ン
ケ
ー
ト調

査
結
果
～
」か
ら作

成

平
成

28
年
度
の
具
体
的
な
取
組

１
．
「管
理
的
職
業
従
事
者
」及
び
「就
業
者
」に
つ
い
て
は
、「
平
成

28
年
版
男
女
共
同
参
画
白
書
」に
基
づ
き
、作

成
。日

本
、イ
ギ
リス
、フ
ラン
ス
、及

び
ス
ウ
ェー
デ
ン
は

20
15

(平
成

27
)年
の
値
。ア
メリ
カは
、2

01
4(
平
成

26
)年
の
値
。

２
．
「役
員
」に
つ
い
て
は
、日

本
は
、東

洋
経
済
新
報
社
「役
員
四
季
報
」(

20
17
年
版

)に
基
づ
き
作
成
、2

01
6(
平
成

28
)年

7月
の
値
。そ
の
他
の
国

は
、米

国
の
国
際
非
営
利
団
体
「国
際
女
性
経
営
幹
部
協
会
」(

CW
D

I)
「C

om
pa

ra
tiv

e 
Pe

rc
en

ta
ge

s 
of

 W
om

en
 D

ire
ct

or
s」
に
基
づ

き
作
成
、2

01
5(
平
成

27
年

)1
月
の
値
。

51
.0

33
.5

33
.0

29
.0

0.0
20

.0
40

.0
60

.0

女
性
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
が
少
な
い

女
性
の
採
用
数
が
少
数
、
あ
る
い
は
、
勤
続
年
数
が
短
く、

管
理
職
の
候
補
者
が
乏
し
い

女
性
の
キ
ャ
リ
ア
に
対
す
る
自
覚
・責

任
感
が
未
醸
成
で
あ
る

過
去
、
管
理
職
と
し
て
の
ス
キ
ル
育
成
、
動
機
づ
け
を
し
て
い
な
か
っ
た

た
め
、
管
理
職
以
上
に
登
用
で
き
る
ス
キ
ル
を
持
っ
た
女
性
の
層
が
薄
い

(%
)
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